
情報提供者 石油連盟 

 

【情報提供および意見（概要）】 

※詳細は添付資料（コスト検証委員会報告書への石連意見）をご覧下さい。 

 

1-1．報告書では火力発電の発電コストを比較するにあたって、石油火力の設備

利用率を 10％・50％、石炭火力・LNG 火力の設備利用率を 80％としている

が、発電コストを比較する場合は稼働率の前提を揃えていただきたい。 

1-2．さらに、石炭火力・LNG 火力は最新型の発電方式を採用して将来も大幅

な発電効率の向上を見込んでいるのに対し、石油火力は 1987年以降に運転開

始した発電所のデータ等から発電効率を算定し、さらに将来の発電効率の向

上を全く想定しないという不公平な扱いがなされている。 

1-3．したがって、2010年評価では最新式の石油火力発電（超臨界圧）における

発電効率を採用し、将来（2030年）評価では他の火力と同じく発電効率の向

上のポテンシャルを適正に評価していただきたい。 

 

＜最新式石油火力（超臨界圧）の発電効率（42％）での発電コスト試算＞ 

設備利用率 80％で、20.8円/kWh → 19.4円/kWh 

設備利用率 50％で、22.1円/kWh → 20.7円/kWh 

（注）参考資料 1（コスト検証委試算シート）をご参照下さい。 

http://data.sekiren.gr.jp/20110119_PAJ_sankou1.zip 

 

 

2-1．将来の燃料費（原油価格）の見通しは、不確実性が高い。将来の石油資源

については非在来型石油資源の開発が進んだことを受けて、その可採埋蔵量

も飛躍的に増加している。したがって、今後（40 年間）に亘って一本調子で

原油価格が上昇するとの前提は妥当ではない。現時点では 2010年実績の燃料

費で評価すべきである。 

 

＜燃料費を 2010年度実績で一定とした場合の発電コスト試算＞ 

設備利用率 80％で、19.4円/kWh（上記試算結果） → 15.7円/kWh 

設備利用率 50％で、20.7円/kWh（上記試算結果） → 17.0円 kWh 

（注）参考資料 1（コスト検証委試算シート）をご参照下さい。（上記と同じ） 

http://data.sekiren.gr.jp/20110119_PAJ_sankou1.zip 

 

 

参考資料１－１ 

http://data.sekiren.gr.jp/20110119_PAJ_sankou1.zip
http://data.sekiren.gr.jp/20110119_PAJ_sankou1.zip


3-1．石油は他の化石燃料に比べて供給弾力性が優れていることから、石油火力

を緊急時対応へのバックアップ電源として位置付けるべきである。（2007 年

の新潟中越沖地震、今回の東日本大震災でも原子力他のバックアップ電源の

役割を担った点を位置付けるべきである）そういった観点から、太陽光発電

と比較するのは不適切である。 

3-2．一方、緊急時対応のみで平時の安定稼動が無ければ、タンク、出荷設備、

内航船など供給インフラを維持することは不可能であり、緊急時対応として

の役割を果たせなくなることは間違いない。今後、他電源の緊急停止、再生

可能エネの出力安定化対策として石油火力の重要性は更に高まることは確実

であり、サプライチェーンの維持と緊急時も含めた電力の安定供給確保の観

点から、石油火力を平時から一定稼動させることを強く要望する。 

 

【最新式の石油火力（超臨界圧）に関するエネ総工研調査（概要）】 

※詳細は添付参考資料 2（PDF ファイル）と参考資料 3（エクセル）をご参照

下さい。 

 

●直近（2010年）に石油火力を新設した事例はないことで、最新の情報を折り

込んだ経済性（発電コスト）の検討がなされていないことから、各種の化石

燃料および発電方式を横並びに比較して根拠を発表している米国エネルギー

省の研究所（NETL：National Energy Technology Laboratories）が作成し

た報告書（cost and performance baseline for fossil energy plants）のデータ

等を参考にして、最新式の石油火力の発電コスト（発電効率含む）を試算し

た。 

http://www.netl.doe.gov/energy-analyses/pubs/BitBase_FinRep_2007.pdf 

 

●具体的には、ボイラーメーカー、電力関係者のヒアリング等を元に、石炭火

力の超臨界圧発電の技術が石油（重油）火力にも適用可能であるとして、石

炭火力発電の諸元データに補正を行い、試算した。 

→参考資料 2 では主に IGCC とコンバインドサイクルの試算に関する説明とな

っております。ボイラー発電（超臨界圧）のデータに関しては参考資料 3 を

ご参照下さい。 

 

http://www.netl.doe.gov/energy-analyses/pubs/BitBase_FinRep_2007.pdf
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コスト等検証委員会報告書への意見 
 

2012 年 1 月 
石 油 連 盟 

 

１．発電コストを横並びで比較する場合は、稼働率の前提を揃えるべき。

また、石油火力も他の火力発電と同じく発電効率向上のポテンシャル

を適正に評価すべき 
 
【理由】 

○ 本報告書では石油火力の稼働率を 10％もしくは 50％とし、設備稼働率を 80％
とした LNG火力や石炭火力と比較することで同じ火力電源の中で石油火力が圧

倒的にコスト高であるかの様な誤解を招く表現になっている。数字の意味・目

的をきちんと考慮し、発電コストを横並びで比較する場合は、稼働率の前提を

揃えていただきたい。 
○ 石炭火力・LNG 火力の発電効率について 2010 年評価では最新型の発電方式を

採用し、さらに将来（2030 年）評価では新技術の実用化を前提に大幅な発電効

率向上を見込んでいるのに対し、石油火力は 1987 年以降に運転開始した発電所

のデータをベースとし、現時点および将来の発電効率の向上を全く想定してい

ないという極めて不公平な扱いがなされている。この結果、石油の CO2 排出係

数も過大に試算されている。 
○ これまでわが国で石油火力の新設・リプレースがなされなかったのは代エネ法

に基づく対応であるが、既に代エネ法が廃止されており、今回の評価は「白紙

からの戦略の構築」、「聖域なき検証」を謳っているにもかかわらず、石油火力

についてだけ最新の技術開発を踏まえたデータ等を一切採用せずに評価されて

いることは極めて遺憾である。 
○ したがって、2010 年評価では最新式の石油火力発電（超臨界圧）における発電

効率を採用するとともに、将来（2030 年）評価では他の火力発電と同じく発電

効率の向上のポテンシャルを適正に評価することを強く要望する。 
 
石油火力（2010年度モデルプラント）の発電コスト試算（発電効率を最新式（超臨界圧）に変更）

【コスト検証委員会】【エネ総工研調査】

既存石油火力 超臨界圧発電 超臨界圧発電
燃料 重油
送電端出力 万KW 40.0 55.0 40.0
所内率 ％ 4.5 4.0 4.0
発電端発電効率 ％（HHV） 39.0 42.0 42.0
送電端発電効率 ％（HHV） 37.2 40.3 40.3
建設単価 万円/KW 19.0 19.0
人件費① 2.1億円/年 2.1億円/年
修繕費② 対建設費 1.7% 1.7%
諸費③ 対建設費 1.2% 1.2%
一般管理費 対直接費（①～③計） 10.7% 10.7%
政策経費 0.02円/kWh 0.02円/kWh
CO2対策費用 2.1円kWh 2.1円kWh
燃料費（2010年） 円/kl 45,390 45,390
燃料諸経費 円/kl 8,300 8,300
＜発電コスト＞
設備利用率50％円/kWh 22.1 20.7
設備利用率80％円/kWh 20.8 19.4
〔参考〕設備利用率10％ 36.0円/kWh
（注）コスト検証委員会では稼動年数40年間、その間の原油価格の上昇を織り込み現在価値で算出（割引率3％）

コスト検証
委員会の
データの
発電効率
を最新式

（超臨界圧）
に変更
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２．石油火力を緊急時対応へのバックアップ電源（安定供給のための最

後の砦）として位置付け、サプライチェーン維持の観点から、平時

より石油火力の安定稼動を行うべき 
 
【理由】 

○ 石油は石炭・LNG に比べて供給弾力性に優れていることから、石油火力は原子

力など他電源の緊急停止や猛暑・渇水などの緊急時対応へのバックアップ電源

（安定供給のための最後の砦）として他の電源にはない強みを有している。 
○ 本報告書では石油火力を「ピーク電源」と位置付け、太陽光と比較する傾向に

あるが、バックアップ電源機能（緊急時にはフル稼働）は石油火力固有の特長

であり、太陽光発電と比較するのは不適切である。 
○ しかしながら、緊急時対応のみで平時の安定稼動（安定的な石油需要）が無け

れば、完全自由化された中で厳しい競争に直面している石油各社は発電用の原

重油を供給するために必要なタンク、出荷関連設備、内航船などの供給インフ

ラを維持し続けることはできず、結果的に緊急時対応としての役割を果たせな

くなることは間違いない。 
○ したがって、今後、他電源の緊急停止などの緊急時対応以外に再生可能エネル

ギーを拡大する中で出力の不安定性を補完する電源として、石油火力の重要性

が更に高まることは確実であり、そのためには、石油火力を緊急時のバックア

ップ電源として位置付け、サプラチェーン維持と緊急時も含めた電力の安定供

給確保の観点から、石油火力を平時から一定稼動させることを強く要望する。 
○ 2007 年 7 月に発生した新潟中越沖地震により柏崎刈羽原発の稼動が停止した際

には、月間で最大 2.5 倍、年間通じて 1.5 倍の発電用の石油需要が発生。これら

の経験を踏まえ、2009 年 7 月に経産省が取りまとめた低炭素電力供給システム

研究会報告書の中で、供給弾力性に優れる石油火力の重要性を高く評価した上

で、低硫黄燃料から高硫黄重油の使用を可能とするための排煙脱硫装置の装備

や、老朽化した設備のリプレース等の重要性を指摘しているが、今回の東日本

大震災を踏まえ、これらの提言が確実に実行されることを要望する。 
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３．燃料費見通しは不確実性が高く、現時点においては 2010 年実績の 
 燃料費で評価すべき 
 
【理由】 

○ 今回の試算にあたって、IEA が発表している World Energy Outlook 2011 のシナ

リオにおける想定を参考にしているが、原油・LNG 等の燃料価格の見通しは、

不確実性が高いという点に十分配慮することが必要である。 
○ 将来の石油資源については、近年の探鉱・採掘技術開発の進展と実用化によっ

て既に利用が開始されているオイルサンド・オリノコタール、さらにはシェー

ルオイルなどの非在来型石油資源の開発が進んだことを受けて、石油の可採埋

蔵量は飛躍的に増加しているため、今後（40 年間）に亘って一本調子で原油価

格が上昇するとの前提は必ずしも妥当とは言えない。それ故、燃料費について

は現時点では 2010 年実績で評価すべきである。 
 

石油火力（2010年度モデルプラント）の発電コスト試算（発電効率を最新式（超臨界圧）に変更・燃料費を2010年実績に修正）

【コスト検証委員会】【エネ総工研調査】

既存石油火力 超臨界圧発電 超臨界圧発電 超臨界圧発電
燃料 重油
送電端出力 万KW 40.0 55.0 40.0 40.0
所内率 ％ 4.5 4.0 4.0 4.0
発電端発電効率 ％（HHV） 39.0 42.0 42.0 42.0
送電端発電効率 ％（HHV） 37.2 40.3 40.3 40.3
建設単価 万円/KW 19.0 19.0 19.0
人件費① 2.1億円/年 2.1億円/年 2.1億円/年
修繕費② 対建設費 1.7% 1.7% 1.7%
諸費③ 対建設費 1.2% 1.2% 1.2%
一般管理費 対直接費（①～③計） 10.7% 10.7% 10.7%
政策経費 0.02円/kWh 0.02円/kWh 0.02円/kWh
CO2対策費用 2.1円kWh 2.1円kWh 2.1円kWh
燃料費（2010年） 円/kl 45,390 45,390 45,390（一定）

燃料諸経費 円/kl 8,300 8,300 8,300
＜発電コスト＞
設備利用率50％円/kWh 22.1 20.7 17.0
設備利用率80％円/kWh 20.8 19.4 15.7
〔参考〕設備利用率10％ 36.0円/kWh
（注）コスト検証委員会では稼動年数40年間、その間の原油価格の上昇を織り込み現在価値で算出（割引率3％）

コスト検証
委員会の
データの
発電効率
を最新式

（超臨界圧）
に変更

さらに、
稼動期間中
の燃料費の
上昇を織り
込まずに
2010年

実績に修正

 
 

以上 



エネルギー･環境会議 コスト等検証委員会取りまとめについて
設備利用率を揃えた各火力発電の発電コスト比較

（2010年度モデルプラント方式）

石炭火力 LNG火力 石油火力

80% 9.5 10.7 20.8
50% 11.2 11.5 22.1
10% 28.7 20.4 36.0

設
備
利
用
率

（注）単位は円/kWh。黒字の石炭火力の50％と10％、LNG火力の10％はコスト検
証等委員会で発表されている計算シートを元に石連で試算。

●コスト等検証委員会報
告書では、石油火力の稼
働率を10％or50％とし

て、同稼働率を80％とし

たLNG火力や石炭火力
と比較することで石油火
力が圧倒的にコスト高で
あるとの誤解を招く表現
になっている
●発電コストを横並びで
比較する場合は、設備利
用率を揃えるべきである

コスト等検証委員会で示された石油火力の発電コスト試算について
①最新式の発電効率に変更、②燃料費を2010年実績に修正した場合の試算結果

（2010年度モデルプラント方式）

熱効率 39.0% 熱効率 42.0% 熱効率 42.0%
所内率 4.5% 所内率 4.0% 所内率 4.0%
燃料費（2010年） 45.4 円/L 燃料費（2010年） 45.4 円/L 燃料費（2010年） 45.4 円/L（一定）

＜発電コスト＞ ＜発電コスト＞ ＜発電コスト＞
設備利用率50% 22.1 円/kWh 設備利用率50% 20.7 円/kWh 設備利用率50% 17.0 円/kWh
設備利用率80% 20.8 円/kWh 設備利用率80% 19.4 円/kWh 設備利用率80% 15.7 円/kWh
〔参考〕設備利用率10％　36.0 円/kWh
（注）コスト検証委員会の諸元は1987年以降に運開した発電所のデータ等から作成。

　　さらに、同委員会の発電コストは稼動年数40年間の燃料費上昇を織り込んで現在価値で試算。

①最新発電方式（超臨界圧）の
熱効率に変更（39.0%→42.0%）

コスト検証委員会の試算結果
（注）

①最新発電方式（超臨界圧）の
熱効率に変更（39.0%→42.0%）

②燃料費を2010年実績に修正

●LNG火力や石炭火力の
発電効率は最新型で見込
んでいるのに対し、石油火
力は1987年以降に運転開
始した旧い発電効率で評
価し、不公平
①石油火力も最新型の発
電効率で評価すべき
●今後燃料価格が40年間
に亘って一本調子で上昇
する前提は妥当ではない
②現時点では2010年実績
の燃料費で評価すべき



発電コスト試算シート（ver1.01）
割引率 %
為替レート （円/ドル）
燃料価格上昇率
CO2価格見通し
核燃料処理モデル

太陽光発電技術革新シナリオ

（単位: 円/kWh）

2010年 2020年 2030年 合計 資本費 運転維持費 燃料費 社会的費用 廃熱価値 合計 資本費 運転維持費 燃料費 社会的費用 廃熱価値 合計 資本費 運転維持費 燃料費 社会的費用 廃熱価値

原子力 70 40 40 40 8.9 2.6 3.3 1.4 1.6 0.0 8.9 2.6 3.3 1.4 1.6 0.0 8.9 2.6 3.3 1.4 1.6 0.0
石炭火力 50 40 40 40 11.2 2.3 2.1 4.3 2.5 0.0 11.8 2.3 2.1 4.4 3.1 0.0 12.4 2.9 2.5 3.9 3.0 0.0
LNG火力 50 40 40 40 11.5 1.2 1.1 8.2 1.1 0.0 11.2 1.2 1.1 7.8 1.2 0.0 11.7 1.2 1.1 8.2 1.3 0.0
石油火力 50 40 40 40 17.0 1.9 1.6 11.6 1.9 0.0 23.9 1.9 1.6 17.9 2.5 0.0 25.1 1.9 1.6 18.7 2.9 0.0
一般水力 45 40 40 40 10.6 8.3 2.2 0.0 0.1 0.0 10.6 8.3 2.2 0.0 0.1 0.0 10.6 8.3 2.2 0.0 0.1 0.0
太陽光（メガソーラー）_上限 12 20 35 35 45.8 33.5 12.3 0.0 0.0 0.0 20.1 12.3 7.8 0.0 0.0 0.0 17.7 10.6 7.1 0.0 0.0 0.0
太陽光（メガソーラー）_下限 12 20 35 35 30.1 21.3 8.8 0.0 0.0 0.0 13.7 7.8 5.9 0.0 0.0 0.0 12.1 6.6 5.5 0.0 0.0 0.0
太陽光（住宅）_上限 12 20 35 35 38.3 30.5 7.8 0.0 0.0 0.0 13.9 10.1 3.8 0.0 0.0 0.0 11.5 8.3 3.1 0.0 0.0 0.0
太陽光（住宅）_下限 12 20 35 35 33.4 26.6 6.8 0.0 0.0 0.0 12.0 8.7 3.3 0.0 0.0 0.0 9.9 7.2 2.7 0.0 0.0 0.0
風力（陸上）_上限 20 20 20 20 17.3 12.8 4.6 0.0 0.0 0.0 17.3 12.8 4.6 0.0 0.0 0.0 17.3 12.8 4.6 0.0 0.0 0.0
風力（陸上）_下限 20 20 20 20 9.9 7.3 2.6 0.0 0.0 0.0 9.3 6.9 2.4 0.0 0.0 0.0 8.8 6.5 2.3 0.0 0.0 0.0
風力（洋上）_上限 30 20 20 20 - - - - - - 23.1 17.1 6.1 0.0 0.0 0.0 23.1 17.1 6.1 0.0 0.0 0.0
風力（洋上）_下限 30 20 20 20 - - - - - - 9.4 6.9 2.5 0.0 0.0 0.0 8.6 6.3 2.3 0.0 0.0 0.0
小水力_上限 60 40 40 40 22.0 7.9 14.1 0.0 0.0 0.0 22.0 7.9 14.1 0.0 0.0 0.0 22.0 7.9 14.1 0.0 0.0 0.0
小水力_下限 60 40 40 40 19.1 6.3 12.8 0.0 0.0 0.0 19.1 6.3 12.8 0.0 0.0 0.0 19.1 6.3 12.8 0.0 0.0 0.0
地熱_上限 80 40 40 40 11.6 5.9 5.7 0.0 0.0 0.0 11.6 5.9 5.7 0.0 0.0 0.0 11.6 5.9 5.7 0.0 0.0 0.0
地熱_下限 80 40 40 40 9.2 4.6 4.6 0.0 0.0 0.0 9.2 4.6 4.6 0.0 0.0 0.0 9.2 4.6 4.6 0.0 0.0 0.0
バイオマス（石炭混焼）_上限 80 40 40 40 9.6 1.5 1.3 4.5 2.4 0.0 10.3 1.5 1.3 4.6 3.0 0.0 10.7 1.5 1.3 4.6 3.4 0.0
バイオマス（石炭混焼）_下限 80 40 40 40 9.5 1.4 1.3 4.3 2.4 0.0 10.1 1.4 1.3 4.4 3.0 0.0 10.6 1.4 1.3 4.5 3.4 0.0
バイオマス（木質専焼）_上限 80 40 40 40 32.2 2.7 5.2 24.3 0.0 0.0 32.2 2.7 5.2 24.3 0.0 0.0 32.2 2.7 5.2 24.3 0.0 0.0
バイオマス（木質専焼）_下限 80 40 40 40 17.4 2.0 4.5 10.9 0.0 0.0 17.4 2.0 4.5 10.9 0.0 0.0 17.4 2.0 4.5 10.9 0.0 0.0
ガスコジェネ 70 30 30 30 10.6 1.0 1.6 15.2 1.9 -9.1 11.1 1.0 1.6 15.1 2.2 -8.7 11.5 1.0 1.6 15.1 2.4 -8.6
石油コジェネ 50 30 30 30 17.2 1.5 1.9 17.2 2.2 -5.5 18.7 1.5 1.9 18.7 2.7 -6.1 19.6 1.5 1.9 19.5 3.2 -6.4
燃料電池 46 10 15 15 101.9 78.5 18.5 11.3 1.1 -7.5 20.4 14.3 1.0 11.3 1.5 -7.7 11.5 6.2 0.6 10.3 1.6 -7.2
※黄色のセルについて、任意の値を選択または設定してください
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発電コスト計算表

電源種類　（入力）

環境条件 (入力） 稼動年数計算

基準年度 2010 残存簿価

為替レート 85.74 （円/ドル）

割引率（金利） 3 （%）

発電コスト算定根拠　（入力） （円） （円）

出力 40 （万kW）

設備利用率 50 （%） （円/kg または 円/l） （円/kg-CO2)
稼動年数 40 （年） 2010 1 0.97 76,000,000,000 0.167 76,000,000,000 76,000,000,000 12,322,330,097 1,033,009,709 0 0 203,883,495 1,254,368,932 885,436,893 250,774,757 45.39 18,999,679,517 1.67 1,746,482,217 0 0 1,632,932,039

2011 2 0.94 63,308,000,000 0.167 65,184,888,293 65,184,888,000 9,965,534,923 860,202,093 0 0 197,945,141 1,217,833,915 859,647,469 243,470,638 45.39 18,446,290,794 1.76 1,786,916,084 0 0 1,585,370,911
資本費諸元 2012 3 0.92 52,735,564,000 0.167 55,908,811,339 55,908,811,000 8,059,505,428 716,302,700 0 0 192,179,748 1,182,363,024 834,609,193 236,379,260 45.39 17,909,020,188 1.85 1,823,512,977 0 0 1,539,195,060

2013 4 0.89 43,928,724,812 0.167 47,952,758,180 47,952,758,000 6,518,027,205 596,475,651 0 0 186,582,280 1,147,925,266 810,300,188 229,494,428 45.39 17,387,398,241 1.94 1,856,462,105 0 0 1,494,364,136
建設費単価 19 （万円/kW） 2014 5 0.86 36,592,627,768 0.167 41,128,884,018 41,128,884,000 5,271,375,400 496,693,847 0 0 181,147,845 1,114,490,549 786,699,211 222,810,124 45.39 16,880,969,166 2.03 1,885,944,915 0 0 1,450,838,967
燃料発熱量 41.20 （MJ/kg または MJ/l） 2015 6 0.84 30,481,658,931 0.167 35,276,075,135 35,276,075,000 4,263,160,882 413,604,162 0 0 175,871,694 1,082,029,660 763,785,642 216,320,509 45.39 16,389,290,452 2.12 1,912,135,375 0 0 1,408,581,521
熱効率 42 （%） 2016 7 0.81 25,391,221,890 0.167 30,256,144,962 30,256,144,000 3,447,779,626 344,414,181 0 0 170,749,217 1,050,514,233 741,539,458 210,019,911 45.39 15,911,932,478 2.21 1,935,200,262 0 0 1,367,554,875
所内率 4.0 （%） 2017 8 0.79 21,150,887,834 0.167 25,950,571,441 25,950,571,000 2,788,349,930 286,798,611 0 0 165,775,939 1,019,916,731 719,941,222 203,902,826 45.39 15,448,478,134 2.30 1,955,299,430 0 0 1,327,723,179
固定資産税率 1.4 （%） 2018 9 0.77 17,618,689,566 0.167 22,257,698,691 22,257,698,000 2,255,044,167 238,821,355 0 0 160,947,514 990,210,418 698,972,060 197,963,909 45.39 14,998,522,460 2.39 1,972,586,071 0 0 1,289,051,630
水利利用料 （円/年） 2019 10 0.74 14,676,368,408 0.167 19,090,336,879 19,090,336,000 1,823,739,603 198,870,037 0 0 156,259,722 961,369,338 678,613,650 192,197,970 45.39 14,561,672,291 2.48 1,987,206,972 0 0 1,251,506,437
廃炉処理費用 38 （億円） 2020 11 0.72 12,225,414,884 0.200 16,373,703,644 16,373,703,000 1,766,379,966 165,601,930 0 0 151,708,468 933,368,289 658,848,204 186,599,971 45.39 14,137,545,914 2.57 1,999,302,754 0 0 1,215,054,794
廃炉までの期間 1 （年） 2021 12 0.70 9,780,331,907 - 14,043,658,460 14,043,658,000 1,714,932,005 137,899,140 0 0 147,289,775 906,182,805 639,658,451 181,165,020 45.39 13,725,772,732 2.66 2,005,772,989 0 0 1,179,664,848
追加的安全対策費 （原子力） （億円） 2022 13 0.68 7,335,248,930 - 12,045,188,263 12,045,188,000 1,664,982,529 114,830,595 0 0 142,999,781 879,789,131 621,027,622 175,888,369 45.39 13,325,992,944 2.74 2,010,170,237 0 0 1,145,305,678

2023 14 0.66 4,890,165,954 - 10,331,108,571 10,331,108,000 1,616,487,893 95,621,104 0 0 138,834,739 854,164,205 602,939,439 170,765,407 45.39 12,937,857,227 2.83 2,012,609,764 0 0 1,111,947,260
運転維持費諸元 2024 15 0.64 2,445,082,977 - 8,860,949,449 8,860,949,000 1,569,405,721 79,625,029 0 0 134,791,009 829,285,636 585,378,096 165,791,657 45.39 12,561,026,434 2.92 2,013,201,882 0 0 1,079,560,447

2025 16 0.62 0 - 7,600,000,000 7,600,000,000 0 66,304,962 0 0 130,865,057 805,131,685 568,328,249 160,962,774 45.39 12,195,171,295 3.00 2,012,052,138 0 0 1,048,116,938
人件費 2.1 （億円/年） 2026 17 0.61 0 - 6,518,488,829 6,518,488,000 0 55,213,075 0 0 127,053,454 781,681,248 551,774,999 156,274,538 45.39 11,839,972,131 3.09 2,009,261,497 0 0 1,017,589,261
修繕費 1.7 （%）: 建設費における比率 2027 18 0.59 0 - 5,590,881,134 5,590,881,000 0 45,976,727 0 0 123,352,868 758,913,833 535,703,882 151,722,852 45.39 11,495,118,574 3.17 2,004,926,520 0 0 987,950,738
諸費 1.2 （%）: 建設費における比率 2028 19 0.57 0 - 4,795,275,818 4,795,275,000 0 38,285,468 0 0 119,760,066 736,809,547 520,100,856 147,303,740 45.39 11,160,309,295 3.26 1,999,139,538 0 0 959,175,474
業務分担費（一般管理費） 10.7 （%）: 直接費における比率 2029 20 0.55 0 - 4,112,888,402 4,112,888,000 0 31,880,871 0 0 116,271,908 715,349,074 504,952,288 143,013,340 45.39 10,835,251,743 3.34 1,991,988,809 0 0 931,238,324

2030 21 0.54 0 - 3,800,000,000 3,800,000,000 0 28,597,621 0 0 112,885,348 694,513,664 490,244,940 138,847,903 45.39 10,519,661,886 3.43 1,983,558,684 0 0 904,114,878
燃料費諸元　【除、原子力】 2031 22 0.52 0 - 3,800,000,000 3,800,000,000 0 27,764,681 0 0 109,597,425 674,285,111 475,965,961 134,803,789 45.39 10,213,263,967 3.52 1,973,929,758 0 0 877,781,435

2032 23 0.51 0 - 3,800,000,000 3,800,000,000 0 26,956,001 0 0 106,405,267 654,645,739 462,102,875 130,877,465 45.39 9,915,790,259 3.60 1,963,179,016 0 0 852,214,986
燃料単価（固定値） 45,390 （円/t） 2033 24 0.49 0 - 3,800,000,000 3,800,000,000 0 26,170,875 0 0 103,306,085 635,578,387 448,643,568 127,065,500 45.39 9,626,980,834 3.69 1,951,379,975 0 0 827,393,190
価格上昇率（シナリオ） 新政策シナリオ 2034 25 0.48 0 - 3,800,000,000 3,800,000,000 0 25,408,616 0 0 100,297,170 617,066,395 435,576,279 123,364,563 45.39 9,346,583,334 3.77 1,938,602,820 0 0 803,294,359
燃料諸経費 8,300 （円/t または 円/kl） 2035 26 0.46 0 - 3,800,000,000 3,800,000,000 0 24,668,559 0 0 97,375,893 599,093,588 422,889,591 119,771,421 45.39 9,074,352,752 3.86 1,924,914,538 0 0 779,897,436

2036 27 0.45 0 - 3,800,000,000 3,800,000,000 0 23,950,058 0 0 94,539,702 581,644,260 410,572,419 116,282,933 45.39 8,810,051,215 3.90 1,889,808,643 0 0 757,181,977
核燃料サイクルコスト諸元　【原子力】 2037 28 0.44 0 - 3,800,000,000 3,800,000,000 0 23,252,483 0 0 91,786,118 564,703,165 398,613,999 112,896,051 45.39 8,553,447,782 3.94 1,854,167,957 0 0 735,128,133

2038 29 0.42 0 - 3,800,000,000 3,800,000,000 0 22,575,226 0 0 89,112,736 548,255,500 387,003,882 109,607,817 45.39 8,304,318,235 3.98 1,818,162,744 0 0 713,716,634
処理モデル 2039 30 0.41 0 - 3,800,000,000 3,800,000,000 0 21,917,696 0 0 86,517,219 532,286,893 375,731,925 106,415,356 45.39 8,062,444,888 4.02 1,781,938,100 0 0 692,928,771

2040 31 0.40 0 - 3,800,000,000 3,800,000,000 0 21,279,316 0 0 83,997,300 516,783,392 364,788,276 103,315,880 45.39 7,827,616,396 4.06 1,745,617,998 0 0 672,746,379
CO2対策経費諸元　【化石燃料関係電源】 2041 32 0.39 0 - 3,800,000,000 3,800,000,000 0 20,659,530 0 0 81,550,777 501,731,448 354,163,375 100,306,679 45.39 7,599,627,569 4.09 1,709,308,569 0 0 653,151,824

2042 33 0.38 0 - 3,800,000,000 3,800,000,000 0 20,057,796 0 0 79,175,512 487,117,911 343,847,937 97,385,125 45.39 7,378,279,193 4.12 1,673,100,781 0 0 634,127,985
炭素排出係数 19.54 （g-C/MJ） 2043 34 0.37 0 - 3,800,000,000 3,800,000,000 0 19,473,589 0 0 76,869,429 472,930,010 333,832,949 94,548,666 45.39 7,163,377,858 4.16 1,637,072,647 0 0 615,658,238
CO2価格見通し 新政策シナリオ 2044 35 0.36 0 - 3,800,000,000 3,800,000,000 0 18,906,397 0 0 74,630,514 459,155,350 324,109,659 91,794,821 45.39 6,954,735,784 4.19 1,601,291,061 0 0 597,726,444

2045 36 0.35 0 - 3,800,000,000 3,800,000,000 0 18,355,725 0 0 72,456,809 445,781,893 314,669,572 89,121,185 45.39 6,752,170,664 4.22 1,565,813,329 0 0 580,316,936
排熱利用諸元 2046 37 0.33 0 - 3,800,000,000 3,800,000,000 0 17,821,092 0 0 70,346,417 432,797,955 305,504,438 86,525,423 45.39 6,555,505,499 4.25 1,530,688,462 0 0 563,414,501

2047 38 0.33 0 - 3,800,000,000 3,800,000,000 0 17,302,031 0 0 68,297,492 420,192,189 296,606,251 84,005,265 45.39 6,364,568,446 4.28 1,495,958,262 0 0 547,004,370
熱回収効率 （%） 2048 39 0.32 0 - 3,800,000,000 3,800,000,000 0 16,798,089 0 0 66,308,245 407,953,581 287,967,234 81,558,509 45.39 6,179,192,666 4.30 1,461,658,256 0 0 531,072,204
排熱利用率 （%） 2049 40 0.31 0 - 3,800,000,000 3,800,000,000 0 16,308,824 0 0 64,376,937 396,071,438 279,579,839 79,183,019 45.39 5,999,216,180 4.33 1,427,818,491 0 0 515,604,082
ボイラ効率 （%） 2050 41 0.30 1,130,986,403
ボイラ燃料発熱量 （MJ/kg または MJ/l） 2051 42 0.29
ボイラ燃料取り扱い費 （円/t または 円/kl） 2052 43 0.28

2053 44 0.27
事故リスクコスト諸元　【原子力】 2054 45 0.26

2055 46 0.26
損害想定額 （億円） 2056 47 0.25
積立期間 （年） 2057 48 0.24
総発電量 （億kWh） 2058 49 0.23

2059 50 0.23
政策経費 【除、小規模電源】 0.02 （円/kWh） 2060 51 0.22

2061 52 0.22
2062 53 0.21

発電コスト　（結果） 2063 54 0.20
2064 55 0.20

発電コスト 17.0 （円/kWh） 2065 56 0.19
2066 57 0.19

発電コスト内訳 2067 58 0.18
2068 59 0.17

資本費 1.9 （円/kWh） 2069 60 0.17
2070 61 0.16

資本費内訳 2071 62 0.16
2072 63 0.16

減価償却費 1.7 （円/kWh） 2073 64 0.15
固定資産税 0.2 （円/kWh） 2074 65 0.15
水利権利用料 0.0 （円/kWh） 2075 66 0.14
廃炉費用 0.0 （円/kWh） 2076 67 0.14

2077 68 0.13
運転維持費 1.6 （円/kWh） 2078 69 0.13

2079 70 0.13
運転維持費内訳 2080 71 0.12

2081 72 0.12
給料手当 0.1 （円/kWh） 2082 73 0.12
修繕費 0.8 （円/kWh） 2083 74 0.11
諸費 0.5 （円/kWh） 2084 75 0.11
業務分担費 0.2 （円/kWh） 2085 76 0.11

2086 77 0.10
燃料費 11.6 2087 78 0.10

2088 79 0.10
燃料費内訳 2089 80 0.09

2090 81 0.09
化石燃料費用 11.6 （円/kWh） 2091 82 0.09
核燃料サイクル費用 0.0 （円/kWh） 2092 83 0.09

2093 84 0.08
社会的費用 1.9 （円/kWh） 2094 85 0.08

2095 86 0.08
社会的費用内訳 2096 87 0.08

2097 88 0.07
CO2対策費用 1.9 （円/kWh） 2098 89 0.07
事故リスク対応費用 0.0 （円/kWh） 2099 90 0.07
政策経費 0.0 （円/kWh） 2100 91 0.07

2101 92 0.07
排熱価値 0.0 （円/kWh） 2102 93 0.06

2103 94 0.06
排熱価値内訳 2104 95 0.06

2105 96 0.06
ボイラ燃料費 0.0 （円/kWh） 2106 97 0.06
ボイラCO2対策費用 0.0 （円/kWh） 2107 98 0.06

2108 99 0.05
2109 100 0.05

固定条件計算

現在価値合計 65,047,035,376 6,454,655,453 1,130,986,403 0 4,854,102,115 29,864,285,391 21,080,672,040 5,970,499,371 452,348,457,416 73,848,142,624 0 0 38,877,197,279
建設費（固定資産取得価額） 76,000,000,000 （円）

法定耐用年数 15 （年）

減価償却率

償却率 0.167
改定償却率 0.200
保証率 0.03217

償却保証額 2,444,920,000 （円）

減価残存率（固定資産税） 0.858

電力量

発電端 1,752,000,000 （kWh/年）

送電端 1,681,920,000 （kWh/年）

必要燃料量 364,493,759 （kg/年 または l/年）

燃料価格

単位換算係数 159 （t/kg または bbl/l）
燃料諸経費 8.3 （円/kg　または 円/l）

CO2排出量 1,075,928,229 （kg-CO2）

排熱利用価値

熱電比 0
総熱利用量 0 （MJ/年）

ボイラ燃料換算 0 （kg/年 または l/年）

ボイラ燃料諸経費 0.00 （円/kg　または 円/l）
ボイラCO2排出量 0 （kg-CO2）

燃料費 CO2対策費

燃料費単価

排熱利用価値

CO2対策費

送電端電力量

年度
稼動
年数

割引
係数

減価償却費算定基準 償却資産評価額 CO2価格 CO2対策費修繕費 諸費

石油火力

燃料費課税標準額 減価償却費 固定資産税 廃炉処理費用 水利権利用料
業務分担費

（一般管理費）

資本費 運転維持費

減価
償却率

現在価値 現在価値 現在価値 現在価値 現在価値 現在価値現在価値

人件費

割引電力量
現在
価値

現在価値 現在価値 現在価値 現在価値

燃料費

修正箇所は
ピンク色で表示





































Ｐ－１ 　前提（発電効率、各燃料発熱量、各必要燃料量、ＣＯ２発生量）

ShellIGCC AsphaltIGCCペトコIGCC ShellIGCC AsphaltIGCCペトコIGCC SCPC SC oil SCPC SC oil NGCC oilCC NGCC oilCC

ＦＵＥＬ＆発熱量 wo CO2 wo CO2 wo CO2 w CO2 w CO2 w CO2 wo CO2 wo CO2 w CO2 w CO2 wo CO2 wo CO2 w CO2 w CO2

Case5 case5B Case5C Case6 Case6B Case6C Case11 Case11B Case12 Case12B Ｃａｓｅ13 Ｃａｓｅ13B Ｃａｓｅ14 Ｃａｓｅ14B

Net power output（kＷe） 635,850 635,850 635,850 517,135 517,135 517,135 550,150 550,150 545,995 545,995 560,360 560,360 481,890 481,890

Ｎｅｔ ｐｌａｎｔ HHV efficiency(％)　　１）,2 41.1 41.1 41.1 32.0 32.0 32.0 39.1 40.4 27.2 30.5 50.8 50.8 43.7 43.7

CO2Emissions (tons/year) 3,693,990 2,864,659 3,569,776 361,056 299,236 372,891 3,631,301 2,753,201 516,310 361,932 1,661,720 2,111,416 166,172 211,075

coal Flowrate(tonns/day) 4,379 4,578 - 4,477 6,059

ASPHALT　Flowrate(ｔｏｎｎｅｓ／ｄａｙ） 3,066 3,202

petroleum coke Flowrate(tonnes/day) 3,682 3,846

heavy fuel oil Frowrate(tonnes/day) 2,717 3,572

Light Ｏｉｌ 2,371 2,370

gas Flowrate(tons/day) 899 899

steam cycle,psig/F/F 1800/1050/1050 1800/1000/1000 3500/1100/1100 3500/1100/1100 2400/1050/950 2400/1050/950

steam cycle,Mpa/C/C 12.4/566/566 12.4/538/538 24.1/593/593 24.1/593/593 16.5/566/510 16.5/566/510

０）基本ケース（色塗り部）は全て「Cost and Performance Comparison of Fossil Energy Power Plants2007/1281」による。
１）送電端効率算出の為、「所内率」を想定。Petroleum cokeは、coalと同率で7％とした。ＬＮＧとＯｉｌは、同じで４％とした。
   ただし、ＩＧＣＣのｹｰｽでは、ペトコ、ｱｽﾌｧﾙﾄは、ＡＳＵ負荷が若干減少するので、6.9％とした。（3桁では差無し）
２）Ｎｅｔ ｐｌａｎｔ HHV efficiency(％)の推定
　　　　case　5B；41.1/（1-0.069）＝44.1（％），44.1*（1-0.069）＝41.1％） 　　　　case11B；39.1/（1-0.07）＝42.0（％），42.0*（1-0.04）＝40.4（％）
　　　　case　5C；41.1/（1-0.069）＝44.1（％），44.1*（1-0.069）＝41.1（％） 　　　　case12B；27.2/（1-0.07）＝29.2（％），29.2*（1-0.04）＝30.5（％）
　　　　case　6B；32.0/（1-0.069）＝34.4（％），34.4*（1-0.069）＝32.0（％） 　　　　case13B；50.8/（1-0.04）＝52.9（％），52.9*（1-0.04）＝50.8（％）
　　　　case　6C；32.0/（1-0.069）＝34.4（％），34.4*（1-0.069）＝32.0（％） 　　　　case14B；43.7/（1-0.04）＝45.5（％），45.5*（1-0.04）＝43.7（％）
３）各燃料発熱量（HHV）およびCO2発生係数（ton/ton）は下記出典による。
　　地球温暖化対策の推進に関する法律施行令（平成１１年政令第１４３号。一部改正平成１８年４月１日施行）および特定排出者の　
　　事業活動に伴う温室効果ガスの排出量の算定に関する政令（平成１８年３月経済産業省、環境省令第３号）を基に環境省が作成した
　　「算定・報告・公表制度における算定方法・排出係数一覧」に準じるhttp://www.jt-sys.co.jp/business/keisuu.html

発熱量 ＣＯ２発生係数(ton/ton)

Ａｓｐｈａｌｔ 41.9/0.96＝43.6（ＧＪ/ton)＝43.6＊１０００（MJ/ton） 3.2
Ｐｅｔｒｐｌｅｕｍ ｃｏｋｅ 35.6/0.98＝36.3（ＧＪ/ton)＝36.3*1000（MJ/ton） 3.32

Ｈｅａｖｙ　ｆｕｅｌ　oil 41.7/0.96＝43.4（ＧＪ/KL)=43.3*1000／0.86=50.3（MJ/ton） 2.98／0.86＝3.47
Light　ｏｉｌ 38.2/0.95＝40.2（ＧＪ/KL)=40.2*1000／0.86=46.7（MJ/ton） 2.62／0.86＝3.05

ｃｏａｌ、IllinoiNo.6 30.5*1000（MJ/ton） P-３２ 2.41
ｇａｓ（ＬＮＧ） 53.0*1000（MJ／ton） P-３３ 2.7

４）　必要燃料量の算出（tonnes/day）
(3.6｢MＪ/ｋW」/燃料発熱量｢MＪ/ton｣)*(送電端出力｢ＫＷh｣/発電端効率)*24｢day／h｣
５）　ｃｏａｌ，ｇａｓの燃料量は、０）より引用

　　　coal（case5）； 402289（ｌｂ/ｈ）/2205)*24＝4379（tonnes/day） P-230
　　　coal（case6）； 420559（ｌｂ/ｈ）/2205)*24＝4578（tonnes/day P-266
　　　gas（case13）； 411282（lb/h)/2205)*24＝4477(tonnes/day） P-376
　　　gas（case14）； 556627(lb/h)/2205)*24＝6059（tonnes/day） P-402

６）　ＣＯ２排出係数より,各燃料の排出量を求めた。
７）　燃焼ガス量（設備規模比較の為必要）

c(w%) H(w%) o(w%) A0 空気比 Ｇ 燃焼ガス量(Nm3/h)

Ａｓｐｈａｌｔ 93 6 8.28 1.15 10.1954 (Nm3/kg) case5B
case6B

Ｐｅｔｒｐｌｅｕｍ ｃｏｋｅ 95 4 8.46 1.15 10.1709 (Nm3/kg) case5c
case6c

Ｈｅａｖｙ　ｆｕｅｌ　oil 88 11 7.85 1.15 10.2567 (Nm3/kg) case11B
case12B

ｃｏａｌ、IllinoiNo.6 71.2 5.06 7.75 6.34 1.2 8.1735 (Nm3/kg) case5
case6
case11

以上 case12

1302367
1360424
1560511
1630077

1524706
2063479

1161244
1526555
1491331
1559103
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Ｐ－４ 重油専焼　建設費　の算出
Net power output（kＷe） 550,150 550,150 545,995 545,995
Ｎｅｔ ｐｌａｎｔ HHV efficiency(％)　　１）,2) 39.1 40.4 27.2 30.5
CO2Emissions (tons/year) 3,631,301 2,753,201 516,310 361,932 発熱量
coal Flowrate(tonns/day) 4,477 6,059 30.5*1000（MJ/ton）
heavy fuel oil Frowrate(kＬ/day) 2,717 3,572 50.3*1000（MJ/ton）

SC　ＰＣ ＳＣ　ＯＩＬ SC　ＰＣ ＳＣ　ＯＩＬ
ＩＴＥＭ　ｆｒｏｍ　ＮＥＴＬ２００７／１２８１ wo CO2 wo CO2 w CO2 w CO2

Case11 Case11B Case12 Csese12B

＜建設費＞ from P-395 {ＫUS＄} from P-291 {ＫUS＄}

1 COAL & SORBENT HANDLING 36,389 3,639 45,389 4,539 重油は石炭の１０％（ＴＹ含まず）

2 COAL & SORBENT PREP & FEED 17,068 1,707 21,527 2,153 重油は石炭の１０％（ＴＹ含まず）

3 FEEDWATER & MISC. BOP SYSTEMS 74,795 74,795 101,870 101,870 同等

4 ＰＣＢＯＩＬＥＲIER & ACCESSORIES ↑更にﾎﾞｲﾗｰ容積比でＯＩＬは０．９.
4.1 ＰＣ　Ｂｏｉｌｅｒ　＆　Ａｃｃｅｓｓｏｒｉｅｓ 280,708 218,952 360,332 281,059 排ガス風量比（11B/11=116万/152万）の＾0.5=>0.87
4.2 SCR (w/4.1) 0 0 0 排ガス風量比（12B/12=153万/206万）の＾0.5=>0.86
4.3 Ｏｐｅｎ 0 0 0 ↓更にﾎﾞｲﾗｰ容積比でＯＩＬは０．９.
4.4-4.9 Boiler BoP (w/ ID Fans) 0 0 0

排ガス風量比（11B/11=116万/152万）の＾0.5=>0.87
5 FLUE GAS CLEANUP 126,203 109,797 164,670 141,616 排ガス風量比（12B/12=153万/206万）の＾0.5=>0.86
5B CO2 REMOVAL & COMPRESSION 0 0 457,207 356,742 （CO2比）＾0.7=(362/516)^0.7= 0.7106

6 COMBUSTION TURBINE/ACCESSORIES 0 0 0 0 同等
6.1 Combustion Turbine Generator 0 0 0 0 同等
6.2-6.9 Combustion Turbine Other 0 0 0 0 同等

7 HRSG, DUCTING & STACK
7.1 Heat Recovery Steam Generator 0 0 0 0
7.2-7.9 HRSG Accessories, Ductwork and Stack 35,801 31,147 38,388 33,014 排ガス風量比（11B/11=116万/152万）の＾0.5=>0.87

排ガス風量比（12B/12=153万/206万）の＾0.5=>0.86
8 STEAM TURBINE GENERATOR
8.1 Steam TG & Accessories 66,606 66,606 73,471 73,471 同等
8.2-8.9 Turbine Plant Auxiliaries and Steam Piping 45,625 45,625 53,436 53,436 同等

9 COOLING WATER SYSTEM 37,283 37,283 65,255 65,255 同等

10 ASH/SPENT SORBENT HANDLING SYS 12,069 0 14,699 0 アッシュがないので、0

11 ACCESSORY ELECTRIC PLANT 47,183 47,183 73,343 73,343 同等

12 INSTRUMENTATION & CONTROL 20,285 20,285 24,174 24,174 同等

13 IMPROVEMENTS TO SITE 13,434 13,434 15,026 15,026 同等

14 BUILDINGS & STRUCTURES 52,943 43,636 58,287 47,351 建設総額比

ＴＯＴＡＬ（1-14） 866,392 714,089 1,567,074 1,273,048

＜燃料費＞

17.1 FUEL量(ｔｏｎ/ｄａｙ） 4,477 2,717 6,059 3,572
172　燃料単価
　　ＴＯＴＡＬ（17） 0 0 0 0

最新型石油火力（超臨界圧）



ShellIGCC AsphaltIGCC ペトコIGCC ShellIGCC AsphaltIGCC ペトコIGCC SCPC SC oil SCPC SC oil NGCC oilCC NGCC oilCC

wo CO2 wo CO2 wo CO2 w CO2 w CO2 w CO2 wo CO2 wo CO2 w CO2 w CO2 wo CO2 wo CO2 w CO2 w CO2

Case5 case5B Case5C Case6 Case6B Case6C Case11 Case11B Case12 Case12B Ｃａｓｅ13 Ｃａｓｅ13B Ｃａｓｅ14 Ｃａｓｅ14B

A列 B列 C列 D列 E列 F列 G列 H列 I列 J列 K列 L列 M列 N列 O列 P列 Q列 R列 S列 T列 U列 V列 W列 X列

1行 送電端出力 K kWe 635,850 635,850 635,850 517,135 517,135 517,135 550,150 550,150 545,995 545,995 560,360 560,360 481,890 481,890 NETL設定値、IAE推定値

2行 設備利用率 ave % 80% 80% 80% 80% 80% 80% 80% 80% 80% 80% 80% 80% 80% 80% NETL設定値

3行 直接建設費 Cd M$('07) 1,257 899 1,070 1,380 1,020 1,196 866 714 1,567 1,273 311 314 565 613 NETL設定値、IAE推定値

4行 建設単価 Cu,us $('07)/kW 1,977 1,414 1,683 2,668 1,972 2,313 1,575 1,298 2,870 2,332 554 560 1,172 1,271 Cu,us = Cd*10^6/K

5行 資本費係数 fc - 1.1 IAE設定値 直接建設費を総建設費に変換する係数。
建中利子や尤度費などを考慮するためのもの。

6行 総建設費 Ct M$('07) 1,382 989 1,177 1,517 1,122 1,316 953 785 1,724 1,400 342 345 621 674 Ct = fc*Cd

7行

8行 ロケーションファクター（米国） LF,us - 87.7 「2010　PCI/LF」日本機械輸出組合

9行 ロケーションファクター（日本） LF,jp - 100 「2010　PCI/LF」日本機械輸出組合

10行 為替レート exr \/$ 88.2 「2010　PCI/LF」日本機械輸出組合

11行 PCI（'07） PCI,07 - 153.7 「2010　PCI/LF」日本機械輸出組合

12行 PCI（'10） PCI,10 - 124.3 「2010　PCI/LF」日本機械輸出組合

13行 日米補正係数 adj,us,jp - 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 IAE設定値 実感に合わせるための補正

14行 燃料種別補正係数 adj,fuel - 1.2 1.0 1.0 1.2 1.0 1.0 1.2 1.0 1.2 1.0 1.2 1.0 1.2 1.0 IAE設定値

15行
場所・基準年・補正係数による

補正後の総建設費
Ct,jp,2010 M\('10) 229,500 79,600 201,600 202,396 120,675 143,607 222,158 136,884 160,492 139,523 95,830 252,360 170,842 50,036 42,121 90,927 82,216 Ct,jp,2010 = adj,us,jp*adj,fuel*Ct*(LF,jp/LF,us)*exr*(PCI,10/PCI,07)

16行 建設単価 Cu,jp 万円/kW 31.8 19.0 22.6 43.0 26.5 31.0 25.4 17.4 46.2 31.3 8.9 7.5 18.9 17.1 Cu,jp = Ct,jp,2010*10^2/K

17行

18行 償却年数 N 年 15 勝田・鈴木「原子力発電の経済性に関する考察」表3

19行 実質利子率 dr % 3% 勝田・鈴木「原子力発電の経済性に関する考察」表3

20行 資本回収係数 crf % 8% crf = dr*(1+dr)^N/{(1+dr)^N-1}

21行 保険 ins % 0% IAE設定値

22行 諸税 tax % 0% IAE設定値

23行 資本費率 fcr % 8% fcr = crf + ins + tax

24行 年資本費 Ccap M\('10)/yr 19,224 6,668 16,887 16,954 10,108 12,029 18,609 11,466 13,444 11,687 8,027 21,139 14,311 4,191 3,528 7,617 6,887 Ccap = Ct,jp,2010*fcr

25行 原子力部会 モデルプラント建設単価 MCu 万円/kW 15.3 19.9 22.4 勝田・鈴木「原子力発電の経済性に関する考察」表1

26行 原子力部会 送電端出力 MPe 万kW 150 40 90 勝田・鈴木「原子力発電の経済性に関する考察」表1

27行 原子力部会 設備利用率 em % 80% 80% 80% 勝田・鈴木「原子力発電の経済性に関する考察」表2.3

28行 原子力部会結果 修繕費 cm \/kWh 0.46 0.50 0.52 勝田・鈴木「原子力発電の経済性に関する考察」表4

29行 原子力部会結果 諸費 co \/kWh 0.14 0.27 0.35 勝田・鈴木「原子力発電の経済性に関する考察」表4

30行 原子力部会結果 その他運転維持費 cx \/kWh 0.14 0.26 0.22 勝田・鈴木「原子力発電の経済性に関する考察」表4 業務分担費、事業税

31行 修繕費率 fm % 2.1% 1.8% 1.6% 1.6% 1.6% 1.6% 1.6% 1.6% 1.6% 1.6% 1.8% 1.6% 1.8% 2.1% 1.8% 2.1% 1.8% fm = cm*{(MPe*10^4)*8760*em}/{(MCu*10^4)*(MPe*10^4)}
建設費に占める修繕費の割合。

モデルプラントの修繕費総額を、建設費総額で除して求めた値

32行 諸費率 fo % 0.6% 1.0% 1.1% 1.1% 1.1% 1.1% 1.1% 1.1% 1.1% 1.1% 1.0% 1.1% 1.0% 0.6% 1.0% 0.6% 1.0% fo = co*{(MPe*10^4)*8760*em}/{(MCu*10^4)*(MPe*10^4)}
建設費に占める諸費の割合。

モデルプラントの諸費総額を、建設費総額で除して求めた値

33行 その他年運転維持費率 fx % 0.6% 0.9% 0.7% 0.7% 0.7% 0.7% 0.7% 0.7% 0.7% 0.7% 0.9% 0.7% 0.9% 0.6% 0.9% 0.6% 0.9% fx = cx*{(MPe*10^4)*8760*em}/{(MCu*10^4)*(MPe*10^4)}
建設費に占める、その他の運転費の割合。

モデルプラントのその他の運転費総額を、建設費総額で除して求めた値

34行 発電所運転要員 Ope 人 35 35 40 40 35 35 40 35 35 40 35 40 35 30 35 30 35 IAE設定値 5班4直2交代。1班員（石炭5、石油3、LNG2人）、保守15人、技術5人

35行 人件費単価 Cu,pl 百万円/yr/人 10 IAE設定値（社保込）

36行 年修繕費 Cm M\('10)/yr 405 117 275 276 164 196 303 187 219 190 141 344 252 88 62 160 121 Cm = Ccap*fm

37行 年諸費 Co M\('10)/yr 123 63 185 186 111 132 204 126 147 128 76 231 136 27 34 49 65 Co = Ccap*fo

38行 年人件費 Cp M\('10)/yr 350 350 400 400 350 350 400 350 350 400 350 400 350 300 350 300 350 Cp = Ope*Cu,pl

39行 その他年運転維持費 Cx M\('10)/yr 123 61 116 117 70 83 128 79 93 80 74 145 131 27 32 49 63 Cx = Ccap*fx

40行 CO2分離回収用　運転要員 Ope,rec 人 2 IAE設定値

41行 人件費単価 Cu,rec 百万円/yr/人 10 IAE設定値

42行 吸収液消耗原単位 Mu,abs kg/tonCO2 0.49 RITE H17地中貯留報告書 p1543表3.3-4

43行 吸収液単価 Pu,abs 円/kg 880 RITE H17地中貯留報告書 p1543表3.3-4

44行 年間CO2排出量 Emiy 百万トンCO2/yr 0.4 0.3 0.4 0.5 0.4 0.2 0.2 IAE推定値

45行 CO2回収率 rec % 0% 0% 0% 90% 90% 90% 0% 0% 90% 90% 0% 0% 90% 90% NETL設定値

46行 年間CO2回収量 　recCO2y 百万トンCO2/yr 0 0 0 3.2 2.7 3.4 0 0 4.6 3.3 0 0 1.5 1.9 recCO2y = Emiy/(1-rec)*rec

47行 分離回収　年O&M費 Crec M\('10)/yr 0 0 0 0 0 0 1,421 1,181 1,467 0 0 2,024 1,425 0 0 665 839 Crec,util = recCO2y*Mu,abs*Pu,abs＋Ope,rec*Cu,rec

48行 燃料発熱量 heat kcal/kg, kcal/L 13,000 9,800 6,200 勝田・鈴木「原子力発電の経済性に関する考察」表3

49行 熱効率 eff % 48.4% 39.4% 41.8% 勝田・鈴木「原子力発電の経済性に関する考察」表3

50行 燃料消費量 Fc ton/yr 1,436,796 624,353 2,092,990 1,278,668 895,206 1,075,234 1,336,776 935,113 1,123,166 1,307,284 793,430 1,769,228 1,043,032 262,508 692,268 262,508 692,049 NETL以外はFc = K*8760*ave*860(kcal/kWh)/(heat*eff*10^3)

51行 燃料費単価 Cuf \/ton 42,693 46,708 9,053 9,773 43,911 15,675 9,773 43,911 15,675 9,773 45,783 9,773 45,783 50,114 53,615 50,114 53,615 LNG、石油、石炭（一般炭）は、2010年度の輸入CIF価格（税抜
き）

SCoiｌはC重油（低硫黄）価格、oilCCは軽油価
格

52行 年間燃料費 Cfuel M\('10)/yr 61,341 29,162 18,948 12,496 39,309 16,854 13,064 41,062 17,606 12,776 36,326 17,291 47,753 13,155 37,116 13,155 37,104 Cfuel = Fc*Cuf/10^6

53行 発電原価（分離回収無し） COE,ref \('10)/kWh 7.8 13.0 5.8 6.8 11.2 6.7 6.6 11.7 4.5 10.5 COE,ref = (Ccap+Cm+Co+Cx+Cfuel)*10^6/(K*8760*ave)

54行 発電原価（分離回収有り） COE,cap \('10)/kWh 9.4 15.0 9.2 10.9 16.8 6.5 13.5 COE,cap = (Ccap+Cm+Co+Cx+Crec+Cfuel)*10^6/(K*8760*ave)

判例 入力値（NETL値、NETLからの推定値）

入力値（設定値）

入力値（暫定値）

出力値（計算途中に利用）

出力値（発電原価の計算に利用）

出力値（発電原価）

算定式 出典 備考
LNG 石油 石炭

NETLおよびNETLからの推定日本の既往文献からの推定

単位 共通

発電
原価

燃
料
費

C
O
2
分
離
回
収
　
O
&
M
費

O
&
M
費

項目

発
電
プ
ラ
ン
ト
　
資
本
費

行番号/列番号

記号

最新型石油火力（超臨界圧）
のデータです。（CCS無し）
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